
事業報告用
2022年 4月 1日 から2023年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人エンディングセンター

1.事業の成果

新型コロナウイルスが猛威を振るいはじめてから3年、さまざまな規制が徐々に解除され、ようやく以前の日常生活を取り戻す兆
しが見えはじめた。そのような中、当団体の本年度の経常損益は前年比で増収・増益となり、当初予算も達成した(前期比20%
増、当初予算比16%増 )。 効率的な団体運営を実現するために必要な人員の拡充や、年度内に2回開催した町田桜葬メモリアル

などが経費増の要因となったものの、事業収入の増加が収益を押し上げた。また、営業外では樋口恵子賞の受賞や補助金の受

給なども増収に作用した。
事業収入においては、関西事務所の墓地企画料の増加が著しく、前年比139%増となった。これに伴い埋葬作業料収入も増加

している。伝統を重んじる関西地方では樹木葬の普及がなかなか進まなかったが、人々のニーズが従来の一般墓地から樹木葬墓
地へと急速に移行してきたことが窺い知れる。
一方で、町田事務所の墓地企画料については、前期から8%ほど減少した。本来、樹木葬は当団体の専売であったが、いずみ

浄苑が大規模販売を開始したため当団体の収益には結びついていない。社会のニーズに応えていくことを前提に、今後は新たな

販路を模索することも視野に入れ、会員制度の優位性を高め、競合先との差別化を図る施策を講じることが重要となる。
また、エンディングサポート契約料については前年比で68%増加した。オンライン授業を導入し、終活大学校のすそ野を広げた

ことで受講者の終活意識が高まり、自身の生前・死後事務を当団体に委ねる会員の増加につながったと考えられる。エンディング

サポート事業に注力することは、多くの会員のニーズに応えることであり、墓地企画に次ぐ当団体の事業の柱になることから、今後
は本事業に資源を集中させることが必要だろう。
会費収入と寄付金収入については、当初予算をクリアするには至らず、前年並みに留まった。円安や戦争不安による物価上昇

などの外的要因は避けられないが、より若い現役世代をターゲットにした新規会員の獲得に向けて活動を継続していく。

2.事業の実施に関する報告

事業費合計 30,775

事業名
施
時

実
日

施
所

実
場

従事者
の人数:

受益対象者
の範囲およびメ

~更
百覆¬

(千円)|
4月 ～3月

個別賄時 町 田
8人
値l男|」951団

会員、一般 159人

内 容

4月 ～3月

個別随時 高槻
5人
化]男 :」50[] 会員、一般 153人

4月 /3月 町 田 7人/8人
4月 会員、一般
3月 会目、一般:

38人
38人桜葬メモリアル

(合同祭祀)
4月 高槻 6人 会員、一般 21人

樹木葬墓地開発支援事業 随時 各地 3人 一般、寺院、霊園関係者

16,716

多様な生き方
を支え、自然
との共生を追
求する葬送の

普及事業

町 田 3人 ×13回 会員、一般 87人

高槻 3人 ×1回

員 3人

、一般 多数

一般 11人

エンディングサポート説明会・個

1月

随時談、情報提供、交流

のヽ会

各地 14人

新宿 2人×2回

町 田 2人 ×1回 会員 3人

会員、一般

会員 3人による記念写真撮影会 5月 ～ 10月

不定期 ×0回

×2回

町田・高槻 3人 ×12回 会員 91人
オンライン
「お 1ンゃべりの会 |

通年

1人 ×3回 員 3人田Zoom個 別練習

会員×0回

5,101死と葬送に関
する支援事業

もう一つの我が家「夕涼み会」 月 町 田

会報誌発行 町田・高槻 12人 ×4回
会員、関係先
3.700部 ×4巨]

3,173
死と葬送に関
する調査 研
究・出版事業 ウェプサイト運営 町 田 2人 会員、一般

通年 町田・高槻 4人 ×26回 会員、一般 535人終活大学校

町 田 3人 ×1回 会員、一般  22人11月
ェ !

町 田 3人 ×2回
中止
会員 6人

4月

10月
アクティブ講座 /10月

お盆のメッセージ 高槻 4メ、 会員、一般 50人

健康長寿フォーラム
in筆面体験コーナー

1月 高槻 4人 一般 20人

たかつき協働フェスタ 9月 高槻 4人 会員、一般 多数

2人 会員

5,785

死と葬送に関
する講座・シ
ンポジウム開
催事業

自主サークル活動 通年 各地



書式第13号 (法第28条関係)

2022年度 活動計算書
2022年4月 1日 から2023年3月 31日 まで

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エンディングセンター

科 金   額

21,595,959

1,278

30,775,703

1

1

1

1

2,912,037

18,369,984

9,880,211

26,705,000

1,944,000

358,000

29,387,000

2,912,037

1,064,236

808,605

580,422

3,146,361

658,269

119,377

988,248

115,660

1,093,899

665,168

17,253,153

3,560,694

14,524

752,280

978,681

716,365

928,164

970,017

1,855,889

408,661

796,418

17,925

707,505

1,576,318

1451 7

4,251,688

4,251,688

70.000

4,181,688

151.501.947

155_6R3_6R5

I 経常収益
1 受取会費

一般会員受取会費
正会員受取会費

準会員受取会費

特別会員受取会費
2 受取寄附金

受取寄附金
3 事業収入

(1)課題を追求する葬送の普及事業収入

(2)葬送支援事業収入

(3)調査研究・出版事業収入

(4)講座。シンポジウム開催事業収入
4 その他収入

受取利息
その他収入

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費

(1)人件費

給料手当

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費
広告宣伝費

旅費交通費

通信費

消耗品・事務用品費

支払報酬手数料

印刷費
リース・賃借料
地代家賃・管理費・水道光熱費

保険料

修繕費・減価償却費

材料費・外注・委託費・講師料

雑費

その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費

給料手当

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

旅費交通費
通信費

消耗品。事務用品費

支払報酬手数料

印刷費

リース・賃借料
地代家賃・管理費・水道光熱費

保険料

租税公課

修繕費・減価償却費

雑費
その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税

税引後当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額



書式第15号 (法第28条関係 )

2022年度  貸借対照表

2023年 3月 31日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エンディングセンター

科 目 金   額

202,185,349

912,000

1,935,240

233,383

223,664

74,498

205,564,134

6,323,154

2,090,517

30,000,000

38,413,671

315,262

315,262

38,728,933

244,293,067

3,011,040

1,678,608

2,502,502

154,890

70,000

1,019,600

8,436,640

80,172,792

80,172,792

88,609,432

151,501,947

4,181,688

155,683,635

244,293,067

I 資産の部

1流動資産

現金預金

未収会費

未収金

貯蔵品

前払費用

立替金

流 動 資 産 合 計

2固定資産

(1)有形固定資産

建物

工具器具備品

土地

有形固定資産計

(2)投資その他の資産

長期前払費用

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1流動負債

未払金

未払費用

前受金

預り金

未払法人税等

未払消費税等

流 動 負 債 合 計

2固定負債

長期預り金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産後増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計



書式第16号 (法第28条関係 )

2022年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人エンディングセンター

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)によつてい
ます。

(1)固定資産の減価償却の方法

建物及びソフトウエアの償却方法は定額法、建物附属設備及び工具器具備品の償却方法は定率法によっています。

(2)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

2.事業別損益の状況

3.固定資産の増減内訳

事 業 報 告 用

科 目
課題を追求
する葬送の普

及事業

葬送支援
事業

調査研究・

出版事業

講座・

シンポジウム

開催事業
事業

教育・研修 事業部門
合計

管理部門 △ ニユ
ロ ロ i

17,253,153

9,143,403

728

И
■

Ｏ
ψ

０́

3,049,421

835

0

0

14,524

0

2,149,585

148

0

0

767,588

0

4,027,575

407

21,595,959

743

728

29,387,000

2,912,037

0

9,880,211

1

1 30

21,595,

28,250,

29,387

2

10,000,822 3,279,256 2,398,733 4,434,858 20,113,669 10,966,789 31,080,458

17 767 168

752,280

2,042,917

1,524,970

1,508,586

4,116,378

2,514,158

528,038

1,784,666

133,585

1,093,899

1,372,673

1,576,318

1.488.388

721,680

532,030

595,900

861,393

782,820

530,252

333,275

650,835

17,925

0

700,029

481,545

508,364

25,200

197,726

111,593

55,232

151,786

436,714

18,375

119,892

0

0

7,476

263,439

434,315

０

９

０

０

０

200

0

0

0

0

0

４
＾

０́

４

一

5,400

167,316

8,872

11,539

35,411

459,723

57,011

25,691

0

0

0

567,896

11,132

752,280

978,681

716,365

928,164

970,017

1,855,889

408,661

796,418

17,925

0

707,505

1,576,318

953,811

0

1,064,236

808,605

580,422

3,146,361

658,269

119,377

988,248

115,660

1,093,899

665,168

0

534,577

10.662.034 9,774.822 20.436.8566,716,048 1,821,748 774,247 1,349,991

5.784.849 30.775.703 20.741.611 51.517.314

-8.607.016 12,858,704 4,251,688

I 経常収益

1.受取会費

2.受取寄附金

3.事業収益

4.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費

給料手当

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

広告宣伝費

旅費交通費

通信費

消耗品。事務用品費

支払報酬手数料

印刷費

リース・賃借料

地代家賃・管理費・光熱費

保険料

租税公課

修繕費・減価償却費

材料費・外注・委託費・講師料

雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 -3,158,456 -5,017,261

有形固定資産

建物
工具器具備品

土地

合計

ｎ
Ｖ

Ａ
Ｕ

＾
υ

2,232,000
ｎ

ｖ000

5,532,11,855,912

5,386,341

6,323,154

2,090,517

11,855,912

7,618,341 3,295,824

0



4.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

5。 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の状況を明らかにするために必要な事項

。事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費については、各費目の性質により、その他収益を除いた経常収益の額

の比や、人件費の額の比などにより按分しています。

科  目

(活動計算書)

受取寄附金

活動計算書計

との

2 912

2,912,037



書式第17号 (法第28条関係 )

2022年度 財産目録

2023年 3月 31日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エンディングセンター

(単位 :円 )

科 E 金   額

I 資産の部
1流動資産

現金預金

現金

郵便振替口座

郵便貯金

郵便貯蓄貯金

みずほ銀行 多摩センター支店 普通預金

みずほ銀行 多摩センター支店 定期預金
三井住友信託銀行 多摩桜ヶ丘支店 普通預金
三井住友信託銀行 多摩桜ヶ丘支店 定期預金
三井住友銀行 多摩センター支店 普通預金

三井住友銀行 多摩センター支店 定期預金
三菱東京UFJ銀行 多摩センター支店 普通預金
三菱東京UFJ銀行 多摩センター支店 定期預金

多摩信用金庫 永山支店 普通預金

多摩信用金庫 永山支店 定期預金

現金預金計

未収会費

未収金

貯蔵品

前払費用
立替金

流 動 資 産 合 計
2固定資産

(1)有形固定資産

建物
工具器具備品

複合機
パソコン。モニター

電話設備
DVD原、盤

土地

有形固定資産計

(2)投資その他の資産

長期前払費用

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計
Ⅱ 負債の部

1流動負債

未払金

未払費用

前受金

預り金

未払法人税等

未払消費税等

流 動 負 債 合 計
2固定負債

長期預り金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計
正 味 財 産

514,289

739,321

36,043,796

27,350,469

44,061,834

10,000,000

56,308

10,000,000

7,619,152

10,000,000

2,394,440

10,000,000

33,405,740

10.000.000

205.564.134

202.185.349

912,000

1,935,240

233,383

223,664

74,498

6 1323 54

151,300

1,939,214

2

1

30.000.000

38.413.671

315,262

315,262

3,011,040

1,678,608

2,502,502

154,890

70,000

1,019,600

80,172.792

80,172,792



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

嬉 中 」L螢力睡 動 ■ 人ェ ′`ギ ングヤンタ・….

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

〇・監事
-f ) r- )\)VA 2022年4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年井上 治代

９

“

⌒

iヽ里ヲ・監事
ZA+ )t /= 2022年 4月 1日

2023年3月 31日

年  月  日

年  月  日鈴木 和子

０
０ (菱)・

監事
l'?l- V= 2022`午 4月  1日

2023年3月 31日

年  月 日

日年 月山根 千代

・
４

①
・監事

オカモ ト カズエ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日岡本 一恵

5
⌒

Q里3)監事
ノグチ カズコ 2022年 4月 1日

2023`甲 3月 31日

年  月  日

年  月  日野口 和子

6
⌒

Q登認)監事
タケウチ ジュンイチ 2022年4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年竹内 純一

7
⌒

こ≡:ヲ・監事
イノウエ ミカ 2022年 6月 12日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日井上 美香

理事 〇

タカ トリ ヒサヨ 2022年 4月  1日

2023年3月 31日

年

年

月

月

日

日高鳥 久代

Ｏ

υ 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社員名簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

2023年 3月 31日 現在

特定菱賞ユ鯉:連1璧|コIL三立笠:ユ1■:笠1生1堕1乙生二

氏   名

1
井上 治代

2
井上 美香

3
鈴木 和子

4
角竹美好子

5
宗田裕美子

ハ
０

菅野 清恵

7
山根 千代

8
田中 京子

9
塚本 忠昭

10
高鳥 久代

11
岡本 一恵

12 木下道之助


